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研究成果の概要(和 文):地 域における事業者が一体 となって当該地域の資産価値を高めるため

の手段 として、地域ブラン ドの活用が考えられる。平成17年 商標法改正によって導入 された

地域団体商標制度は、こうした地域ブラン ドの保護のあり方を具体的に示 したものであるが、

他方、地域の事業者にとっては必ず しも使い勝手のよい法制度 とはいえない現状があることを

調査 した。本研究では、この現状をふまえ、法的問題点につき解釈お よび運用の指針を示 した。

研究成果の概要(英 文). In Japan, any incorporated association shall be entitled to obtain a

collective trademark registration with respect to a trademark to be used by their members 

in trademark law article7. At this study, I examined current problems in Japanese law and 

proposed a few solutions.
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1.研 究 開始 当初 の背景

(1)研 究開始 の平成21年 当時 のわが国にお
い ては、全国規模で、倒 産件数 が増加傾 向に

あ り、そ の内訳 は、 中小 ・零 細企業の倒 産が

顕著 であった。これ は、中堅 クラスの企業で、

景気 回復 に伴 う投資 失敗 型 の倒産 が散 発 し

てい るこ とが原 因 とみ られ ている。 この よ う

な実体 のある企業 の衰退 は、さらな る販 売不

振 、業界不振 を招 くおそれが あ り、法的な倒

産処理 に至 って いない ものを含 め、他 の企業

に とっても深刻 な問題 である。 とくに、地域

経 済社会 においては、中小 ・零細企業の数が

圧倒 的に多 く、中小 ・零細企業のつぶ し合い

は回避 され るべきであ り、地域単位 で一体 と

なった経 済活動 が望 まれ る。 ところで、地域

経 済の状 況変化 の中で、地域 にお ける事業者

が一体 となって、当該地域の資産価値 を高 め

る活動 の1つ と して、 「地域 ブ ラン ド」の確

立 ・活用 が活発化 している。 このよ うな動 き

は、当該地域 を他の地域 と区別化す るだ けで

な く、一度ブ ラン ドに対す る信用 が高まれ ば、

地域経 済 全体 が活性 化 す る原 動 力 となる可



能性も秘めている。こうした状況の下、平成

17年 商標法改正によって新設 された地域

団体商標制度は、地域経済における町お こ
し ・村おこしを法律の面から支える待望の制

度であった。すでに、全国各地域で、この制

度を利用する動きは顕著に表れてお り、平成
21年 度始めまでに、約800件 以上の出願

がなされていた。

(2)し か しながら、現行の地域団体商標制度

は、権利 として商標を保護するにとどまり、

実際の地域社会の要請に十分応えていない

ように見受けられる。その代表的なポイン ト

を挙げると、以下の とお りである。第一に、

現在の地域団体商標制度は、必ず しも地域の
事業者全体に開かれたものとはいえない。地

域団体商標 として認 められた権利 は独 占権
としての性質を有するのと同時に、地域の共

有財産でもある。この観点か ら、登録要件 と
しての主体適格についての見直 しと、少数事

業者(多 数派に属 しないいわゆるアウ トサイ
ダー)の 保護が求められる。第二に、商標法

は 「ブラン ド」の品質維持についての配慮が

十分でない。た とえば、多大な苦労を重ねて
地域団体商標の登録に至ったとしても、ブラ

ン ド地域外で生産 した商品に地域団体商標

を使用 したり、ブラン ド地域外の材料を用い

て偽装 したりすれば、ブラン ドの信用は一気

に低下し、それは実質的にはもはや 「ブラン

ド」 とはいえなくなる。 したがって、このよ

うな実質的なブラン ドカの維持を視野に入
れた要件論が模索 されるべきである。以上の

2点 について、これまで法律学者が研究の対

象 とした文献はきわめて少なかった。

2.研 究の目的

(1)地 域団体商標制度の理念の再検討

平成17年 商標法改正以前において、地域
ブラン ドが商標法上保護 され る可能性があ
った制度は、団体商標である(商 標法7条1

項)。 団体商標 は、多数の構成員による使用
が予定 されている点が通常の商標 とは異な
ってお り、これらの構成員による集団的努力

によって品質保証機能や広告宣伝機能 を拡

大できるところに特色があった。 しか し、団

体商標もまた、通常の商標 と同じく商標法3

条1項3号 の制限に服さなければならないこ
とから、いわゆる地域ブラン ドに該 当するご

とき名称は、商標の本質的要素である、自他

商品役務識別力を欠き、出所表示機能がない
ために、登録ができないこととされてい る

(記述的商標)。 む しろ、主体の面に着 目す
れば、団体商標は法定の資格 を有する法人に

限定 された商標であり、通常の商標 を狭める

特殊な制度であるから、国際的調和の観点で

しか制度の存在意義がない と評価 され るこ

ともあった。このように、従来の団体商標制

度は、その本来の期待に反 し、積極的に活用

されてこなかったといえる。

他方で、平成17年 商標法改正以前におい
ても、地名入 りブラン ドが商標 として登録 さ

れ、村おこしに一役買った例も存在する(「夕

張メロン」や 「宇都宮鮫子」など)。さらに、

商標法以外の法律(た とえば不正競争防止法

等)に よって、個々の事件において実質的に
地域ブラン ドを守 ることに成功 した例 も存

在する。そこで、このよ うに、平成17年 商

標法改正以前の法制度下において地域ブラ
ン ドの法律上の保護 がいかに図 られていた

か、及び どこに従来の法律に不備があったの

かを多角的に考察することにより、改正法の

主眼が どこにあったのかを実質的に限定す

ることが可能 となるものと考える。この点を

解 明す ることが研究テーマの第一 目的であ
る。

(2)平 成17年 商標法改正後の実態分析

地域団体商標制度施行後、実際に、当該制

度が地域ブラン ドの保護に資す るものであ
るのかを調査することが、研究テーマの第二

目的である。そのために、まず、地域団体商

標制度の法律上の要件および効果において、
いかなる点に特徴があるのかを、上記第一 目

的で明 らか とした基本理念の実質的内容 に

従って、考察する。その うえで、これまで実

際に地域団体商標 として認め られた例を具

体的に調査 し、どのようにして法律上の要件
を満たす よう工夫を行っているのか、また実

際に得 られた法律上の効果により、地域産業
の活性 に結びついているのかを体系的に整

理することにする。

(3)平 成17年 商標法改正後における問題点

最後に、上記分析をふまえ、地域団体商標

制度の課題を摘出することが、研究テーマの

第三目的である。具体的な課題は、上記のと
くに第二 目的の分析により得 られた成果 を

前提 とし、研究終了時点で考えられ得る問題

点を、仮説 として列挙する。

地域団体商標制度施行後においても、積極

的な立法が見送 られたことにより、なお解釈

上の余地が残 された部分がいくつかある。そ
の1つ は、地域団体商標の主体たる事業者に

は属 しないが、正当に使用する第三者(い わ

ゆるアウ トサイダー)に は、商標権の効力が
及ばないとする立法が見送 られた点である。

これ らの者の保護をいかに図るかは、現行商

標法26条1項2号 、3号 の 「普通に用い ら
れ る方法」の解釈に委ね られているもの と考

えるが、現行法の解釈においてどのように解

す るのが妥当かを明示する。 これまで、こう

したア ウ トサイダーに対す る保護 には光が

当て られてこなかったと見受けられるため、

本研究の意義は大きいものと考えられ る。も

う1つ は、地域団体商標の出願に際し、商標
使用規則を公表す ることが、明文上の登録要



件からは外 された点である。地域団体商標は、

需要者の側から見て、一定の品質が担保 され
ているものと認識 されることが多い。た しか

に、商標は、本来それが使用 される商品(役

務)の 品質を担保する機能を有するものでは
ないが、団体内部の使用規則の内容に係 る情

報を一般に提供することで、間接的に当該商
品又は役務の品質が一定に保たれ ることを

担保するとともに、需要者の品質に対する期

待に応 えることが必要ではないか と考え ら

れる。とくに食品の原産地偽装等に始まる食

に対す る信頼が問題 となってい る近年の状

況において、本研究は、そ うした問題解決の
一端ではあるが

、知的財産法の観点か ら、有

意義な示唆を与えることができる。

3.研 究の方法

(1)現 行法制度による地域ブラン ド保護の可

能性 と限界を探る

現行法下における、通常商標 として保護す
るための要件 と、その解釈を考察する。また、

従来の団体商標制度の体系的意義を探 り、団

体商標 として保護するための要件 と、その解

釈を考察する。
不正競争防止法や、経済法の分野において、

いかに保護できるかを、事例分析を通 して考

察する。
その際、先行研究や既存の文献等を網羅的

に検討 し、示唆を得る。

(2)地 域団体商標制度の目的の再検討

平成17年 商標法改正に際 して、立法段階
でいかなる検討がなされたのかを調査する。

従来の法制度 と比較 して、制度の特徴を明
らかにし、地域ブラン ドの保護 とい う観点か

ら、現行の制度が実質的に大きな役割を果た

す と考えられる機能を絞 り込む。

他方で、「地域ブラン ド」 とい う語義の多

様化をふまえ、立法当時における地域ブラン
ドに対する考え方に対する、現在における地

域ブラン ドの考え方の変容 と、法的観点か ら
の解釈論、立法論、あるいは運用論のいずれ

による解決が相応 しいかを分析する。

現行の法制度 と、法律によって保護が図 ら
れるべき 「地域ブラン ド」との相関関係にお
いて、研究成果として示す方向性を決定する。

(3)現 行制度の内容の具体的検討

本研究の目的に沿って、地域団体商標制度
の内容を体系的に再検討 し、同制度施行後に

おいて、実際にどのような運用がなされてい

るかを調査する。その際、地域団体商標の登

録要件お よびその権利付与の効果 の両面か

らの分析を行 う。

(4)地 域ブラン ドの活用具体例の調査

平成21年 か ら22年 までの研究拠点が、

長野県松本市にあることの利点を活かし、長

野県お よび近隣の 自治体における地域ブ ラ

ン ドの確 立の動 向を調査す る。長野県 におい

ては、平成20年10月 現在 で、 「蓼科温泉」
「信 州鎌 」 「木 曽漆器 」等 の地域 団体 商標 が

現 に登録 済みであ る。 こ うした商標 をは じめ、

全 国の地方 におい て現 に登録 され た商標 が 、

地域 の産 業 に どの よ うな役 割 を果 た してい

るかを、調査す る。

(5)地 域団体商標 制度の課題 と展望

(3),(4)に よって、明確 となった現行制度

の課題 を摘 出 し、法体 系的位 置付 け を行 う。

法解釈 学 とい う見地か ら、地域 団体商標 の

要件 ・効果 の両側面 にお いて、有効 な結論 を

得 る。そ の際、本研究の 目的 に記載 した問題

意識 を核 とす る。

合 わせ て、解釈学 によって 問題解決の限界

がある と考え られ る事項 にっ いては、立法論

も視 野に入れ た うえで、提言 を行 う。最終的

には、地域の声 に根付いた意見の発信 となる

よ うにま とめる。

4.研 究成果

(1)平 成17年 商標法改正により新設された
地域団体商標制度が施行 され5年 が経過 し、

今 日まで、当該制度により申請 ・登録を行っ
た例が確実に増加 している。このことは、近

年、地域における事業者が一体 となって、当
該地域 の資産価値 を高める活動の1つ とし

ての 「地域ブラン ド」の確立の動きと法制度

とがようや く符合 してきた証左である。 しか

し、申請までに要する時間や労力、または登

録 まで至った団体商標の機能を調べてみ る
と、法律の定めた要件や効果について未だ解

決 されない問題 が存在することが分かった。

その代表的なポイントを挙げると、第一には、

現在の地域団体商標制度は、必ず しも地域の
事業者全体に開かれたものとはいえない と
い うこと、第二には、商標法は 「ブランド」

の品質維持についての配慮が十分でないこ

と等である。

これ らをふまえ、研究計画年度の2年 目に

おいて、現行の地域団体商標制度の法的問題

点と、問題解決の方向性を示すことができた。

これをふまえ、計画最終年度終了までに、さ

らに実際に当該制度を利用 した実例を、とく

に 日本 の都市部以外の地域について調査 し

た。その結果、地域団体商標 として登録され

る傾向には、地域や事業分野の特性によって

差があり、また、事業者が地域復興 として想
定する 「地域ブラン ド」 とい う語義には社会

的経済的意味において多様性 があることが

分かった。他方で、いわゆる知的財産 として
の 「地域ブラン ド」には、法的権利 として保

護 しなければな らない側面があることは疑
いが無 く、そ うした視点での現実の問題が存

在することを確認 した。 したがって、当初設
定した問題意識には十分の根拠があ り、法制



度およびその解釈によって解決できる領域

があるとの結論を得た。

(2)本 研究テーマに関す る今後の展望 として、

以下のように考えている。22年 度に発表 し
た中間報告 として位置づ けた論稿 において

纏めた解釈の方向性に従い、23年 度に分析
した具体的事例での問題点をふまえ、解釈論

上の試論および立法的提言を、公刊の雑誌な

い し紀要等の文献において発表す ることを

予定 している。なお、現時点で地域団体商標
の活用状況 について把握が困難であった諸

点については、引き続 き調査を続けることに

よって、より具体的かつ実情に即した提言に

近づける所存である。また、その過程におい

て新たな問題点が発見 されたときには、これ

までの研究 をアップデー トす る形で成果を

纏めたい と考えている。
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